
◎財政健全化法の概要について

○早期健全化団体

○財政再生団体

◎健全化判断比率等について

注１：将来負担額より充当可能財源等が上回ったため、将来負担比率は「―」表示となっています。

◎健全化判断比率の対象範囲等について

１２．２８％ ※1 １７．２８％ ※2 ２５％ ３５０％ 早期健全化基準
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２０％ ３０％ ３５％ － 財政再生基準

公営事業会計

２０％ 経営健全化基準

※公営企業会計ごとに算定

※1　標準財政規模は毎年度変わるため、①実質赤字比率、②連結実質赤字比率の早期健全化基準値も変わります。また、市町村ごとに基準が異なります。　　
※2　早期健全化基準と財政再生基準は、市町村と都道府県とで異なります。
※3　将来負担額より充当可能財源等が上回ったため、将来負担比率はマイナス表示となっています。

一般会計等が将来負担することとなる実質的な負債に当たる額を標準財政規模で除した比率です。この比率が高まると、今後、財政の硬直化が進み、財
政運営上の問題が生じる可能性が高くなります。
５年度：　―　　４年度：　―　（注１）

公営企業会計（水道事業会計・下水道事業会計）ごとに、一般会計等の赤字に相当する資金不足額を事業規模で除した比率です。この比率が生じた場合
には、当該企業の事業規模に比して累積された資金不足が発生しているので、経営状況の改善を図る必要があります。
５年度：資金不足なし　　４年度：資金不足なし
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　４指標のうち、一つでも基準以上になった場合早期健全化団体に移行することとなり、当該健全化判断比率を公表した年度の末日までに、議会の議決を経て、当該年度を初
年度とする「財政健全化計画」を定めなければなりません。

　将来負担比率を除く３指標のうち一つでも基準以上になった場合、財政再生団体に移行することとなり、当該再生判断比率を公表した年度の末日までに、議会の議決を経て、
当該年度を初年度とする「財政再生計画」を定めなければなりません。財政再生団体には、地方債の起債制限が生じます。

一部事務組合・広域連合
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地
方
公
共
団
体

一般会計

特別会計

うち
公営企業会計
（水道、下水道）

資金不足なし

実質赤字比率
一般会計・鶴瀬駅西口土地区画整理事業特別会計・鶴瀬駅東口土地区画整理事業特別会計・公共用地先行取得事業特別会計の歳出に対する歳入の不
足額（赤字額）を標準財政規模（市税や普通交付税などの合計額）で除した比率です。
５年度：黒字　　４年度：黒字

連結実質赤字比率

実質公債費比率
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将来負担比率

資金不足比率

市のすべての会計の赤字額と黒字額を合算して、市全体の歳出に対する歳入の不足額を標準財政規模で除した比率です。
５年度：黒字　　４年度：黒字

一般会計等の支出のうち、義務的に支出しなければならない市債の元利償還金と元利償還金に準ずる支出を、標準財政規模で除した比率の３か年平均で
す。この比率が高まると、財政の弾力性が低下し、他の経費を削減しないと、収支が悪化して赤字団体になる可能性が高くなります。
５年度：３．０％　　４年度：２．５％
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（一般会計、鶴瀬
駅西口・東口土地
区画整理事業特
別会計、公共用
地先行取得事業
特別会計）

（国民健康保険・
介護保険・後期
高齢者医療事業
の各特別会計、
水道・下水道の
各公営企業会
計）

（志木地区衛生組合（ごみ処理）・入間東部
地区事務組合（消防・衛生）・埼玉県市町村
総合事務組合・埼玉県後期高齢者医療広域
連合・彩の国さいたま人づくり広域連合）

４指標の整備と情報開示の徹底
・実質赤字比率
・連結実質赤字比率
・実質公債費比率
・将来負担比率
⇒監査委員の審査に付し議会に報告し公表

健全段階

自主的な改善努力による財政健全化
・財政健全化計画の策定（議会の議決）
・外部監査の義務付け
・実施状況を毎年度議会に報告し公表
・早期健全化が著しく困難と認められるときは、総務大臣又は知事が
必要な勧告

財政の早期健全化

国等の関与による確実な再生
・財政再生計画の策定（議会の議決）
※財政再生計画は総務大臣に協議し、同意を
求めることができる
⇒【同意無】

災害復旧事業等を除き、地方債の起債を
制限
【同意有】
収支不足額を振り替えるための、償還年
限が計画期間内である地方債の起債が
可能

・財政運営が計画に適合しないと認められる場
合等は、予算の変更等を勧告

財政の再生

公 営 企 業 の 経 営 の 健 全 化


